
【事業の経緯】                 別添資料 1

水対-1  西海市特定環境保全公共下水道事業(大串処理区)の経緯

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完 了 (億円)

当初
(Hll新規)

Hll H17 36.3 1.33

処理区域面積 64ha

計画人口 2,900人

計画汚水量 1,500m3/日

第1回審議
(H20)

事業採択後
10年経過

Hll H28 42.5 1.27

処理区域面積 64ha

計画人口 2,900人

計画汚水量 1,500m3/日

第2回審議
(H30:今 回 )

再評価後
10年経過

Hll H38 55.5 1.31

処理区域面積 66.56ha

計画人口 1,400人

計画汚水量 770m3/日
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西海市 事業種別 処理 区特定環境保全公共 大串処理区事業主体

現行全体計画

5,551百万円

現行認可計画

5,077百万円

当初全体計画

3,634百万円
事 業 費

現行全体計画 現行認可計画 整備状況 (H28末 )項   目 当初全体計画

48.46 ha64.O ha 66.56 ha 66.56 ha処理区域面積

2,900 人 1,400 人 1,500 人 1,301 人定住人口

0人 0人
処理人 口

観光人口 0人 0人

1,500m3/日 770m3/日 790m3/日 387m3/日計画汚水量 (日 最大)

2,400 m 2,400 m 2,400 m 2,400m(100,6)幹線管渠延長

ポンプ能力

800m3/日 (50γol1,600 m3/日 1,600m3/日 1,600 m3/日処理場処理能力

0。 158 t/日 O.078 t/日 0 091 t/日 0.043 t/日

計
画
見
直
し
等

の
推
移

汚泥処理能力

評 価 手 法 の 判 定 項 目

評 価項   目

西海市特定環境保全公共下水道処理計画区域面積 A=66.56ha
大串処理区 A=48.46ha整備完了 (平成20年度供用開始)

平成38年度事業完了に向け整備を進めている。

関連計画及び

関連事業の状況

事業の進捗状況 ・整備率 (処理面積/認可計画面積)73%

・事業費  91%

・水処理施設の状況

・管渠の整備状況

(H28末 )

50%

73%

地元情勢 住民の下水道事業に対する関心は高く、早期の整備を望む声が多い。

総 合 評 価

上記のとおりであり、再評価チェックリストヘ移行し、評価判断を行うよう総合評価した。



再 評 価 チ ェ ッ ク リス ト

事業主体 西海市 事業種別 処理区 大串処理区

事 業 費
当初全体計画

3,634百万円

現行全体計画

5,551百万円

現行認可計画

5,077百 万円

項   目 当初全体計画 現行全体計画 現行認可計画 整備状況 (H28末 )

計
画
見
直
し
等

の
推
移

処理区域面積 64 0 ha 66 56 ha 66 56 ha 48 46 ha

処理人 口
定住人 口 2,900 人 1,400 人 1,500 人 1,301 人

観光人口 0人 0人 0人 0人

計画汚水量 (日 最大) と,500m3/日 770m3/日 790m3/日 387m3/日

幹線管渠延長 2,400 m 2,400 m 2,400 m 2,400m(100,o)

ポンプ能力

処理場処理能力 1,600m3/日 1,600 m3/日 1,600m3/日 800m3/日 (50り

汚泥処理能力 0 158 t/日 0 078 t/日 0 091 t/日 0 043 t/日

項   目   別   評   価

項   目 評 価

事業費の推移
平成11年度から平成38年度までの総事業費は約56億円であり、現行認可で

の進捗率は91%である。

処理場用地の

取得状況
土地は、取得済み。

施設の供用状況

大串処理区は、平成20年度の供用開始を行い、鋭意整備を進めているご処理場は、
平成20年度に1系列目供用開始を行い、平成33年度までに2系列目をそれぞれ整備
する予定である。管渠は、幹線管渠については平成28年度末までに整備を完了してお
り、平成38年度までに未整備区域の枝線管渠の整備を行なう予定である。

供用開始区域の接続

状況

平成28年度末での水洗化率は55%である。

地元情勢の変化
の有無

下水道事業に姑する関心は高く、早期整備の要望が強い。

社会経済情勢

本市は、長崎市と佐世保市の中間に位置し、本市を取り巻く社会経済状況顧憲麗π変
化し、人や物の流れが盛んになつてきている。本市周辺では、このような状況に対応する
ために、「西海パールライン」及び「新西海橋」に代表されるインフラ整備が急速にすすめ
られている。一方で、このような経済活動の発展に伴なう水質環境の悪化が懸念されると
ころであり、本市では、自衛の策としての下水道の整備は不可欠になってくると考える。

自然環境条件
現在の雑排水等の放流先は、閉鎖性水域である大村湾である。同水域の環境

基準は、近年、未達成の状況が常態化しており、水質保全のための早急な紺策
が望まれている。

全体計画の変更 平成28年度に、下水道事業認可の変更を行った。

費
用
射
効
果
分
析

下水道事業における費用効果分析マニュアル (案)により分析

年便益 (b):    10,822 百万円

年費用(c):     8,287 百万円

b/c:     1.31

総 合 評 価

本処理区の下水道事業による便益は、費用を上回つていることから、費用効果は良好な状態であり、公共下
水道事業を継続する。



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

水対―可
西海市特定環境保全公共下水道事業

(大串処理区)

西 市
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事業概要 (2)

事業計画項 目 全 tⅢ計画 備考

3事業着手年度 平成二年度

2計画目採年次 〔事業年次, 平成38年度 平成33年度

Э計画処理区域(ha】 66.56 66.56

こ下水排除方式 分流式 同 左

0計画処理入目り、〕 1,こ00 1,500

0計画汚水量

(n3日 う

日平均 磨最大 時 P宮弓最大 日平均 日最大 時間最大

家庭 513 630

30

1,20こ

100

525

こ5

6こ 5 1,230

lf10事業所

その他

こう 50

9090 90 90 90 90

計 650 ffO 1,390 660 790 l,420

ε終末処理場 処理方式

処理能力

高度処理OD逃■疑集斉il添カロ

1600取
3.1日

同 左

1600x】13.日 計画 日最大

4



o公共下水道の整備率が平成28年度末で72,8%に達し、本

市西彼町地区において、下水道はなくてはならない社会基

盤施設の一つとして認識されている。

o大村湾流域別下水道整備総合計画における大村湾水質環
境基準達成のためにも、下水道の整備が必要である。

(水質環境基準 :西彼海域 COD A―イ)

●未普及地区においては、整備要望がァ層高まりつつある。

o未普及地区の解消に向けt今後も管渠整備を続ける必要

がある。

再評価に至つた理由 (1)

【完了工期】H28(前回)→ 旦3Ⅸ変更)

0平成28年度に事業の全体計画見直しを行い、 計

画処理区域の変更(約64ha→ 66B56ha)、 及び計画人
口の見直し(2,900人→1,400人)を行つたため。

●水洗化率が今後向上して、流入汚水量の見直しを

行うことにより、 処理施設整備の完成を延伸した

ため。(H23→H33)

5

6



再評価に至つた理 (2)田
■

日
Ｈ

【処理場水処理方式の変更】
o本処理区の上位計画である大村湾流域別下水道整備総計
画において設定されている計画処理水質を達成する必要が

あることから、処理場の処理方式を二次処理から高度処理に

変更したため。

(計画処理水 質 :COD=1l mg/L、 T―N=9mg/L、 T―P=1.Omg/L)

【事業費増】42日 5億円(前回)→ 5&5億円(変更)

〔事業費増の主な理由〕

事業貴増減の内容 増減額 主な理由

①管渠整備 約82億 円の増 推進工事延長の増加や効率の低い地区の整備に伴う費用増加

②処理場整備 約4.8億円の増
当牟デび概算費用と実績費用の乖離および大村湾流総計画 (H27年 3月 )におい
て、高度処と塁 (窒素・リン同時除去)が位置付けられたことによる必要施
設の整備費用

計 約13,0億 円の増

7

果分析

【B/C】 1日27(前回) 1.31(現行 )
→

〔プラス要因〕

0高度処理化に伴い、便益として公共用水域の水質保全効果

を追加計上。

8

対応方針
(原案)

見直し

継続



【事業の経緯】                 別添資料 1

水対-2西海市特定環境保全公共下水道事業(瀬戸処理区)の経緯

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完 了 (億円)

当初
(H16新規)

H16 H30 43.5 1.61

処理区域面積 96ha

計画人口 4:100人

計画汚水量 1,900m3/日

第1回審議
(H30:今 回 )

事業採択後
10年経過

H16 H38 56.0 1.35

処理区域面積 87.27ha

計画人口 2,500人

計画汚水量 1,200m3/日
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特定環境保全公共下水道 処理 区 瀬戸処理区事業主体 西海市 事業種別

事 業 費
当初全体計画

4,351百万円

現行全体計画

5,598百万円

現行認可計画

5,174百万円

当初全体計画 現行全体計画 現行認可計画 整備状況 (H28末 )項   目

87.27 ha 87.27 ha 57.91 ha処理区域面積 64.O ha

定住人 口 2,900 人 2,500 人 2,700 人 1,602 人

0人 0人 0人 0人
処理人 口

観光人口

1,240 m3/日 61l m3/日計画汚水量 (日 最大) 1,500m3/日 1,2oo m3/日

幹線管渠延長 2,400 m 2,170 m 2,170 m 1,970m(91%)

ポンプ能力

1,9。。 m3/日 1,9。。 m3/日 950m3/日 (50り処理場処理能力 1,600 m3/日

計
画
見
直
し
等
の
推
移

汚泥処理能力 0.158 t/日 0,169 t/日 0.198 t/日 0.120 t/日

評 価 手 法 の 判 定 項 目

項   目 評 価

関連計画及び

関連事業の状況

西海市特定環境保全公共下水道処理計画区域面積 A=87.27ha
瀬戸処理区 A三57.91ha整備完了 (平成20年度供用開始 )

平成38年度事業完了に向け整備を進めている。

・整備率 (処理面積/認可計画面積)66%

・事業費  92%

・水処理施設の状況

・管渠の整備状況

(H28末 )

50%

66%

事業の進捗状況

地元情勢 住民の下水道事業に対する関心は高く、早期の整備を望む声が多い。

総 合 評 価

上記のとおりであり、再評価チェックリストヘ移行し、評価判断を行うよう総合評価した。



再 評 価 チ ェ ン ク リス ト

-2

事業主体 西海市 事業種別 特定環境保全公共下 処理区 瀬戸処理区

事 業 費
当初全体計画

4,351百 万円

現行全体計画

5,598百万円

現行認可計画

5,174百 万円

項   目 当初全体計画 現行全体計画 現行認可説厠 整備状況 (H28末 )

計
画
見
直

し
等

の
推
移

処理区域面積 64 0 hコ 87 27 ha 87 27 ha 57 91 ha

処理人 口
定住人口 2,900 人 2,500 人 2,700 人 1,602 人

観光人口 0人 0人 0人 0人

計画汚水量 (日 最大) 1,500m3/日 1,200 m3/日 1,240m3/日 61l m3/日

幹線管渠延長 2,400 m 2,170 m 2,170 m 1,970m(91%)

ポンプ能力

処理場処理能力 1,600m3/日 1,9。。 m3/日 1,9。。 m3/日 950m3/日 (50明

汚泥処理能力 0 158 t/日 0 169 t/日 0 198 t/日 0 120 t/日

項   目   別   評   価

項   目 評 価

事業費の推移
平成16年度から平成38年度までの総事業費は約56億 円であり、現行認可で

の進捗率は92%である。

処理場用地の
取得状況

土地は、取得済み。

施設の供用状況

融戸処理区は、平成20年度の供用開始を行い、鋭意整備を進めている。処理場は、
平成20年度に1系列目供用開始を行い、平成33年度までに2系列目をそれぞれ整備
する予定である。幹線管渠については約91%整備を完了しており、平成38年度までに
未整備区域の枝線管渠と共に整備を行なう予定である。

供用開始区域の接続

状況

平成28年度末での水洗化率は71%である。

地元情勢の変化
の有無

下水道事業に対する関心は高く、早期整備の要望が強い。

社会経済情勢

本市は、長崎市と佐世保市の中間に位置し、本市を取り巻く社会経済状況は急速に変
化し、人や物の流れが盛んになってきている。本市周辺では、このような状況に封応する
ために、「西海パールライン」及び「新西海橋」に代表されるインフラ整備が急速にすすめ
られている。一方で、このような経済活動の発展に伴なう水質環境の悪化が懸念されると
ころであり、本市では、自衛の策としての下水道の整備は不可欠になってくると考える。

自然環境条件
現在の雑排水等の放流先は、市域西部の海チ或である。水質基準は、BOD、 C

ODであり、水質保全を遵守することとする。

全体計画の変更 平成28年度に、下水道事業認可の変更を行った。

費
用
対
効
果
分
析

下水道事業における費用効果分析マニュアル (案)により分析

年便益 (b):    10,505 百万円

年費用(c):     7,309 百万円

b//c:       1.35

総 合 評 価

本処理区の下水道事業による便益は、費用を上回つていることから、費用効果は良好な状態であり、公共下
水道事業を継続する。



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

水対-2
西海市特定環境保全公共下水道事業

(瀬戸処理区)
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業概要 (1) O西海市特定環境保全公共下水道

(瀬戸処理区),
日処理区域面積 87.27ha

・終末処理場

計画処理人口 2,500人

計画汚水量  1,200m3/日

■年

瀬戸浄化

|ljヽ

・J

ヽす

(1

3

事業概要 (2)

全体計画項 目 事業計画 備考

じ事業者手年度 平成16年度

2計画目標年次 (事業年次) 平成38年度 平成33年度

e計画処理区域 (ha) 87 27 87.27

3下水排除方式 分1荒式 同左

3計画処理ァl、 日(プ、) 2,500 2,700

0計画汚水量

(m3日 )

日平均 日最大 時間最大 日平均 口最大 時間最大

家庭

事業所

800 1,125 2,200 837 1,16と 2,268

150 つ● 75 150

その他

計 860 1.200 2,330 890 1,240 2,420

e終末処理場 処理方式

処理能力

オキシデーションディンチ法

1,900nュ |‐ 唇

同左

1,900TH゛ .日 計画日最大
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o公共下水道の整備率が平成28年度末で66.4%に達し、本

市大瀬戸町地区において、下水道はなくてはならない社会

基盤施設の一つとして認識されている。

o未普及地区においては、整備要望が一層高まりつつある。

o未普及地区の解消に向け、今後も管渠整備を続ける必要
がある。

再評価に至つた理由(1)

【完了工期】H30(前回)→ H38(変更)

0平成28年度に事業の全体計画見直しを行い、 計

画処理区域の縮小 (約 96ha→ 87.27ha)、 及び計画

人口の見直し(4,100人→2,500人 )を行つたため。

●水洗化率が今後向上して、流入汚水量の見直しを

行うことにより、処理施設整備の完成を延伸したた

め。(H25→H33)

5

6



評価に至つた (2

【事業費増】43B5億円(前回)→ 56日0億円(変更)

〔事業費増の主な理由〕

事業受増減の内容 増減額 主なI墜 由

①管渠整備 約7.6億円の増 推進工事延長の増加や効率のJ意 い地区の整備に伴う費用土曽加

②処理場整備 約4.9億 円の増 当初概算費用と実績費用の乖離

計 約12.5億円の増

7

費用対効果分析

【B/C】 1.61(前回)→ 1日 35(現行)

〔マイナス要因〕

●事業費の増

処理場事業費や管渠事業費の増

〔その他要因〕

●下水道施設耐用年数の考え方

管渠 :(前 )72年→ (現行)50年

処理場・マンホールホ
°
シプ電気・機械 :(前回)25年→ (現行)15年

ロ

8

対応方針
(原案)

見直し

継続



【事業の経緯】

都政-1  」R長崎本線連続立体交差事業の経緯

別添資料 1

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完 了 (億円)

当初
(新規評価なし)

H13 H27

第1回審議
(H17)

着工準備採
択後5年経過

H13 H33 348.00 1.74
事業期間の延伸
連続立体交差事業 い2.5km

第2回審議
(H22)

再評価後5年

経過
H13 H32 396.0 1.11

事業費の増
連続立体交差事業 卜2.5km

第3回審議
(H27)

再評価後5年

経過
H13 H32 396.0 1.09 連続立体交差事業 卜2.5km

第4回審議
(H30:今 回)

再評価後変
更

H13 H33 426.0 1.06

事業期間の延伸
事業費の増
連続立体交差事業 い2.5k市



平成 30年度再評価箇所

街 路事 業事業
区分

事業 i長崎県
主体 |

」R長崎本線連続立体交差事業事業名

により、4箇所の踏切を除去し踏切による交通渋滞の解消等交通の円滑化を図るとともに、線路に

分断されていた東西市街地の一体化による地域活性化に寄与することを目的とした事業である。

山町か ら について、駅 での区」 R

町

の長
一と

り

一こ

よ

山町 至自 :長

H20年 度都市計画決定
H21年 度事業認可

H21年 度用地着手 H22年 度工事着手H13年 度事業化

――km600′も 長円

画 日

総費用 i 俄事鶏1停業全働
154億円/434億 円

事業費:147億円/404億 円
維持管理費: 7億円/30億円

総便益 i 俄事鶏1停業全榊
459億 円/459億 円

走行時間短縮便益:453億円/453億円
走行費用減少便益: 5億円/ 5億円
交通事故減少便益: 1億円/ 1億円

基準年 |

平成 30年
B/CI
停業全体)1,06分析結果

(残事業) 2.99

り、4箇所の踏切が除去され、踏切による交通渋滞の解消や踏切事故が無くなること
により、交通の円滑化が図られる。

E鉄道により東西に分断された市街地の一体化により地域活性化に寄与。
日九州新幹線及び長崎駅周辺土地区画整理事業と一体的な整備により、長崎駅西側の土地の有効な活用
が可能となる。

化によ
事業の効果等

一よ 辺土地区画整理事業との一体的な整備促進が望まれている。

口平成28年 3月 に長崎県及び長崎市が長崎駅舎 日駅前広場等デザイン基本計画を公表。

化での周

日平成28年 3月 に仮線への切り替え完了。平成28年 10月 に高架本体工事の現場着手を行い、現在、全区間
に渡り高架本体工事 (上下 に しており

の

に着手予定。駅

している」R九州と工程の見直し等を行い、平成31年度末の高架切り替えを目指す。

で のの

イ 画

エ

い理

の公表が遅れたことにより の設計が遅延。

の の

以上の らないと考えられる。

の
一ば の 性、重要性

ルー ト

48 m

事業概要図

幸町星査切

ヽ

|■ jl

■ 梁サII橋望沓切

・一ｉ一一・「

|ド 11=ri

!三二 二:二==

1/

】ヽ!ヽ
|

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

都政-1 街路事業 (連続立体交差)

JR長崎本線

長崎県

1

位置図
④ ④マ

樹
準
製
部
持
雪
Ｌ
匡
つ

穏

2

rぁ

澪:

長崎駅

ハウ

長 山 町



事業概要

幸町踏切

!|と |・ |く

ill lrir i

||,二 i

梁川橋踏切

竹岩 I=どユ!工

=|.エ

■|

t｀ .

3

の 況 (梁川橋 近
ヽ
ュ
ノ

国道206号 茂里町交差点 梁川橋踏切

【事業区間】
【事業期間】
【総夢業費】
【工事方式】
【高 架 駅】
【除去踏切】

長崎市松山町～尾上町間 L=2,480m
平成21年度～平成33年度
約426億 円 (」R負担額を除く)

仮線方式

長崎駅、浦上駅

竹岩橋踏切、梁川橋踏切、宝町踏切、幸町踏切

位置図

.表
増李B

長崎駅

土地

… 卜

事業区間 長崎市松山町～尾上町 L=2,480m

ヽ
■

ｉヽ
ｆ

，

踏切による緊急車両の

交通遮断
踏切による交通渋滞

4



事業の効果

その他の効果

梁チ‡1犠踏幌付近の高架イメージ

現況        高架後
ォ

=と
ri

5

鉄道高架化により

踏切渋滞および踏切事故が解消されます

・ 鉄道での分断がなくなり、東西市街地の

一体的なまちづくりが可能。

・ 高架下空間の有効活用が可能。

・ 自動車渋滞の解消に伴うC02排出量の

削減。

・ 仮線路跡の倶じ道整備や稲佐立体交差の平

面化 |こよる、アクセス性の向上及び土地

利用の活性化。

6



工 が び た

【完了工期】H32(前回)→ 旦3ネ変更)

Ш

▼

が えた理由

【事業費増】396億円(前回)→ 426億円(変更)

Oデザイン基本計画に基づく設計変更 1要毎立体交差事業 |夕   幹線事業  、|

|｀
金貫唸

▼

7

H33H32H26 H27 H29 H30 H31

長晴駅舎・駅前広場等
デザイン基本計画策定

長崎駅部高架本体・ 駅舎実施設計

長崎駅部高架本体・ 駅舎工事

在来線高架切替

仮線撤去 。関連道路整備

1年遅延

事業翼増の内害 増観 主な増観理由

①ホーム上屋 約20億円
デザイン基本計画に基づき、新幹線駅舎と一体的な空間を創出するため
に計画された全覆いの屋根に変更。

②駅舎・業務施設 約7億円 デザイン基本計画に基づき、長崎らしい素材を用いた駅合計画に変更。

その他 約3億円 その他施設のデザイン基本計画に基づく変更。

計 約30億円

8



費 析

【B/C】 1日09(前回)→ 1.06(変更)

〔マイナス要因〕
日事業費の増 (駅舎の設計変更)

ロエ期の延長 (デザイン策定にかかる調整)

〔プラス要因〕
日長崎駅周辺土地区画整理事業に伴う開発

交通量の増加

〔その他要因〕
・費用対効果算定マニュアルの改訂

対応方針

(原案)

9

継続



【事業の経緯】

道建-1  主要地方道平戸田平線(田 平工区)の経緯
別添資料 1

審議経過
再評価
の理由

工 期 事業費
B/C 概要

着エ 完 了 (億円)

当初
(H21新規評価)

H21 H27 29.0 1.1

延長=2.3km
幅員=6.0(9.75)m

第一回審議
(H30)

事業採択後
10年経過

H21 H33 37.0 1.06
延長=2.3km
幅員=6,0(9.75)m



再評価結異 (平成 30年 度事業継続簡所 )

担  当 課 :県北振興局道路建設第2課

担当課長名 :本田 保

の ヽ しし

長崎県
事業名

主要地方道平戸田平線 (田平工区)

2. 3 0km
自

けんひ らど したびらちょうこ て た め ん

県平戸市田平町小手田免
ながきどけれたびらちょうおきためん

長崎県田平町荻田免起終点

事業椰票  : 主要地方道平戸田平線 (田平工区)は、西九州自動車道からの平戸市へのアクセス向上を目的

とし広域的な道路交通ネッ トワークの形成を図る事業。

H25年度工事着手H21年度事業化 都市計画決定 あり H24年度用地着手

0. 3 2km37. 0億 事業進捗率 済延長65. 9%全体事業費

計画交通量 6, 700台 ン/日  (H42)

走行時間短縮便益:34.52/34.87億 円
走行費用減少便益:6.67/6.70億円

平成 30年

89/42.25億 円

0.

1. 06

3.35(残事業)

総費用 i俄事業)/1事業全体)

[晶
持書と:11れヽ.ヰご骨『

 ]

費用対効果
分析結果

の結

事業費変動  :B/C=1.04～ 1.08(事業費 ±10%)
【残事業】B/C=3.01～ 3.71(交通量

B/C=3.09～ 3.64(事業費
±10%)

±10%)

間±1年 )

残事業について感度分析を実施

B/C=3.25～ 3.45(

:B/C=1.02～ 1.09(交通量 ±10%)

業期間変動 :B/併 1.04～ 1,09(事業期間±1年 )

口歩行者の安全確保 (歩道整備による交通安全性の向上)

ットワー の の

て い

で の

の

して行い、平成33年度の事業完成を目指す。
90%と進捗しており、今年度も用平 29 65.90ノ 6で、

の で し

を図り、平成33年度の事業完成を目の

ロ レメにレ

当 と

位置図

7250 2500

750 31X)0   3000 50d 20(Xl

全体計画と=2.3km、 W-6.0(9.75)m

子Pな

※ 総費用と総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。
の



平成30年度

長崎県公共事業評価監視委員会

再評価対象事業

道建-1 道路改築事業

主要地方道平戸田平線

(田平工区)

長崎県

1

田平工区

L=2.3km W~6.0(9.75)m

い学声
常
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平
町
荻

起
点

平
戸
市
田
平
町

事業目的 :広域ネットワークの形成、歩行者の安全性確保

L=1358m

歩道

L=322m

整備写真①

L=620m

＼

崇

平戸市街
至 江迎

□ 現道

■1整備中

‐ 整備済

!占

解準断面図
|

3

事業の必要性 (広域ネットワークの形成)

・主要地方道平戸田平線「田平工区」は、「西九州自動車道」の平戸江迎御厨IC(仮称)

から平戸市へのアクセス確保を目的としている。

日本整備により平戸市を含む県北地域の広域的な道路交通ネットワークが形成され、
地域産業の活性化や観光振興などの事業効果が期待される。

す

．
　
４

一
４
■

▼
電

れ

工

，
■
崇

エ
ｌ
ｔ
ｉ
ｒ

ゲを

ti

う

ｎ
1,1

■ E日 事業区燭 (高欠見李愚韓線適路)

erB事 業区間

一
一般園通

―
県遵

.卜 fヽ 広1致醍通

■■

＼ ＼

停

ほ

|

,1

ミ
〓
′‘
（

や
す

′　
ヽ
■
ジ

オ
嘉

柱争 ヽ
日

事業概要

田 平 工 区  全 体 計 画 延 長=2,300m幅 員=6.0(9.75)m

政川橋 小手田橋

整備状況
・H21年度事業化
日H29年度末まで

事業進捗率 65,99も (事業貴ベース)

用地進捗率 9096(面積ベィス)

7250 2500

750  3000    3000 50d  クnoo

田平工区

醇ヵ■∬
粧と供市      佐賀県

西 九州 自動車道

や

猛
=耐

むれヽ :

平戸江迎御厨
IC(仮称)11挿

4
rr

,



事業の必要性 (歩行者の安全確保 )

・一般国道204号に囲まれた内陸部には小中学校や住宅団地等が多く存在しているが、
幹線となる道路が整備されておらず、歩行者の安全が確保されていない状況。

歩行者写真①

t宅回路

住宅回亀

平 町 里

itrト

住宅団お

叫
跡
韓

住宅回通

歩行者写真①

歩行者写真② 歩行者写真②
産桑椴‖工お

口平中学独

|

，‐・ナ

5

再評価に至つた理由(1)

【完了工期】H27(前 )→H33(変更)ロ

＼

―
 至

6

コ地元とルート選定や工法選定の調整に時間を要し、平成24年度からの用地

買収着手となつた。
・用地取得において、①用地補償単価の不満②相続多数③行方不明者の解決
に時間を要している。

田 平 工 区  全 体 計 画 延 長〓2,300m幅 員=6.0(9.75)m

①(用地補償単価の不満)

交渉を重ね内諾を得る。
→平成30年6月 契約予定。

② (相続多数)

相続人が多く、承諾を得るの
に時間を要している。
→親族を通して、年度内の解決を目指す

③ (行方不明者の解決)

不在者財産管理人制度
を利用し、年度内の解決を目指す。

崇



再評価に至つた理由(2)

【事業費】29日 0億円(前 ) → 37日 0億円ロ (変更)

田 平 工 区  全 体 計 画  延 長=2,300m幅 員=60(9.75)m

②工法の変更①-1構造物の変更
(切 土→ブロック積)

①-2構造物の変更
(盛土→テールアルメ)

事業受増の内容 増額 主な増額理由

Э構造物変更に伴う増 約60億円

(1)限 られた土地の有効利用を図る必要が生じたため、切土から構造物に変更し
たことによる増

12)限 られた土地の有効利用を図る必要が生したため、盛土から構造物に変更し
たことによる増

②工法変更に伴う増 約 1 0億円
橋梁下部工における鋼矢板打込みについて、試験施工の結果、工法を変更したこ
とによる増

③その他 約¬ 0億円 労務費や資機材等の単価上昇

計 約80億 円

事業費増の内容

①-1構造物の変更
限られた土地の有効利用を図る必要が生じたため、切土から構造物

当初  に変更したことによる増
当初設計では切土による道
路建設を予定していた

買収 範回罠収範囲

旺

鍾

当初 :切 土
体

↓
地域との計画調整の結果、限られた土地の有効利用
を図る

静甲
生じたため、構造物に変更した

変更 :ブロック積エ

8

潰地縮小

ナ
。

参考写真

今考写真



事業費増の内容

1 -2構造物の変更
限られた土地の有効利用を図る必要が生じたため、盛土から構造物に

当初  変更したことによる増        ′

当初設計では盛上による道
路建設を予定していた

当初 :盛土築造

変更 与
地域との計諷副整の結果、限られた土地の有効利用
を図る必要がIじたため、構造物に変更した

■中学,| 、

変更 :テールアルメ

9

事業費増の内容

②工法の変更
橋梁下部工における鋼矢板 込みについて、試験施工の

結果、工法を変更したことによる増

当初

変更

粘性土

【工法】
バイプロハンマーとウオータジェット
エ法
【選定理由】
通常の工法を選定

【工法変更】
硬質岩盤クリアエ法
【変更理由】
試験施工の結果、転石が多く鋼矢
板の打ち込みが出来なかつたため、
工法の変更を必要とした

。 こつ ◇

礫質と

粘性土

0

礫質と
こ)

oo④ ず。

今考写真

参考写真

鋼矢板

鋼矢板

◇ ED 0 ④ 0

10
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費用対効果分析

対応方針
(原案)

の遅延、道路構造―物の
など)

11

継続


